
●海賊多発海域における日本船舶の警備に関する特別措置法案

海賊行為が多発している海域において、国民生活に不可欠な物資であって輸入に依存せざるを
得ないものの輸送に従事する日本船舶の航行の安全を確保するため、国土交通大臣の認定を受け
た計画に従って、船舶所有者の依頼を受けた警備会社により実施される警備について、一定の要
件を満たす警備員が小銃を所持した警備を行うことができることとする等の所要の措置を講ずる。

背景
○ソマリア海賊による被害の発生件数は、近年急激に増加

ソマリア海賊 ソマリア海賊が所持する武器

○アデン湾においては、各国の連携により護衛活動を行っており、我が
国においては2009年以降、護衛艦２隻により護衛。これにより、護衛
中の船舶に対しては、未遂も含め、海賊事案は発生していない。

○2010年以降、ソマリア海賊の発生海域はオマーン沖・アラビア海にま
で拡大

2008年の海賊事案発生状況

2011年の海賊事案発生状況

で拡大。
○2011年以降、各国の船舶において、民間武装警備員の乗船が増加。

その結果、ソマリア海賊による被害の減少に貢献。
○日本船舶には、銃刀法が適用され、銃器の所持が禁止されるため、

銃器を用いた海賊行為への対処が困難な状況。
○日本船舶によって、中東産原油等のエネルギー資源を安定的に輸送

することは、我が国の経済安全保障に極めて重要。

①対象海域：海賊多発海域に限定。

凶悪な海賊行為が多発している海域を航行する原油タンカー等において、小銃（ライフル銃）を所持し
た民間警備員による警備の実施を認めるため、銃刀法の特例等を規定する。
凶悪な海賊行為が多発している海域を航行する原油タンカー等において、小銃（ライフル銃）を所持し
た民間警備員による警備の実施を認めるため、銃刀法の特例等を規定する。

概要

対象船舶：海賊行為による被害を受けやすいハイリスクの日本船舶に限定。

②警備を実施しようとする船舶所有者に対し、船舶ごとに、使用する警備会社・警備の実施方法等
について記載した警備計画を作成し、国土交通大臣の認定を得ることを義務付ける。

③警備会社（→役員の犯歴や訓練体制等）、及び警備員（→犯歴・技能・知識）について、一定の要
件に該当する旨の国土交通大臣の審査・確認を受けたものに限る。

④認定を受けた計画に従う場合 小銃（ライ ル銃）を所持した警備を行う とができる④認定を受けた計画に従う場合、小銃（ライフル銃）を所持した警備を行うことができる。

海賊多発海域において国民生活に不可欠な物資を輸送する日本船舶の安全を確保



ソマリア周辺海域

ペルシャ湾スエズ

ホルムズ海峡警備員乗船
（サウジアラビア沖） ペルシャ湾

小銃4丁警備員4名

警備員下船

警備員乗船
（オマーン沖）

ソマリア

対象船舶（２０１２年１２月現在）
日本籍原油タンカー（１６隻）

我が国の護衛活動区間
（最大約１１００ｋｍ）

警備員下船
（スリランカ沖）

南緯10度線

ハイリスクエリア
IMOにおいて定義された海域（スエズ及びホルムズ海峡を北端として南緯１０度線及

び東経７８度線で区切られる海域）

民間武装警備員 乗船を認め る国

主要海運国の状況

東経78度線

民間武装警備員の乗船を認めている国

シンガポール、マルタ、英国、イタリア、ノルウェー、ドイツ、韓国、デンマーク、米国、
フィリピン、ベルギー、スペイン

パナマ、リベリア、マーシャル諸島、香港、バハマ、キプロス

民間武装警備員の乗船を認める制度がない国

ギリシャ、日本、スウェーデン

２０１３年３月現在（国交省調べ）
（船腹量上位３０位程度の国のうち、現在までに状況を把握しているもの）

※ スウェーデンは民間武装警備員の乗船を認める法案を国会に提出している。
ギリシャは民間武装警備員の乗船を認める法案について国会への提出準備ができている模様。


